
（単位：円）

科　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産

              現金預金 121,261,401 99,333,965 21,927,436

              未収金 374,568,199 361,667,111 12,901,088

              未成建設受託支出金 10,020,162 10,218,123 △ 197,961

              貯蔵品 164,145 308,947 △ 144,802

　　　　流動資産合計 506,013,907 471,528,146 34,485,761

　２．固定資産

　（1）基本財産

              基本財産引当預金 40,000,000 40,000,000 0

　　　　基本財産合計 40,000,000 40,000,000 0

　（2）特定資産

              下水道管理者支援積立資金 134,979,788 190,120,202 △ 55,140,414

              退職給付引当資産 128,161,831 115,405,675 12,756,156

              減価償却引当資産 92,807,376 89,325,273 3,482,103

              運営調整引当資産 552,685,999 552,685,999 0

              公益事業引当資産 240,525,710 240,525,710 0

　　　　特定資産合計 1,149,160,704 1,188,062,859 △ 38,902,155

　（3）その他固定資産

              土地 12,862,000 12,862,000 0

              建物 71,599,911 74,852,350 △ 3,252,439

              什器備品 1,465,390 1,695,054 △ 229,664

              電話加入権 66,000 66,000 0

              敷金 160,000 195,000 △ 35,000

　　　　その他固定資産合計 86,153,301 89,670,404 △ 3,517,103

　　　　固定資産合計 1,275,314,005 1,317,733,263 △ 42,419,258

　　　　資産合計 1,781,327,912 1,789,261,409 △ 7,933,497

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

              未払金 274,302,604 246,815,100 27,487,504

              前受金 0 300,460 △ 300,460

              預り金 2,867,088 1,297,826 1,569,262

              賞与引当金 17,184,455 11,490,000 5,694,455

　　　　流動負債合計 294,354,147 259,903,386 34,450,761

　２．固定負債

              退職給付引当金 128,161,831 115,405,675 12,756,156

　　　　固定負債合計 128,161,831 115,405,675 12,756,156

　　　　負債合計 422,515,978 375,309,061 47,206,917

Ⅲ　正味財産の部

　１．指定正味財産

              出捐金 40,000,000 40,000,000 0

　　　　指定正味財産合計 40,000,000 40,000,000 0

　　　　（うち基本財産への充当額） 40,000,000 40,000,000 0

　　　　（うち特定資産への充当額）

　２．一般正味財産 1,318,811,934 1,373,952,348 △ 55,140,414

　　　　（うち基本財産への充当額）

　　　　（うち特定資産への充当額） 1,020,998,873 1,072,657,184 △ 51,658,311

　　　　正味財産合計 1,358,811,934 1,413,952,348 △ 55,140,414

　　　　負債及び正味財産合計 1,781,327,912 1,789,261,409 △ 7,933,497

貸　 借　 対　 照　 表
令和６年３月31日現在



科　　　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　（1） 経常収益

　　　① 基本財産運用益

　　　　　基本財産受取利息 7,615 3,100 4,515

　　　② 特定資産運用益

　　　　　特定資産受取利息 474,124 326,407 147,717

　　　　　特定資産受取配当金 984,000 308,171 675,829

　　　③ 事業収益

　　　　　建設工事受託事業収益 46,444,200 37,352,700 9,091,500

　　　　　維持管理受託事業収益 1,614,250,675 1,612,332,074 1,918,601

　　　　　排水設備工事責任技術者試験等事業収益 13,668,600 16,497,710 △ 2,829,110

　　　④ 雑収益

　　　　　雑収益 724,464 639,824 84,640

　　　　経常収益計 1,676,553,678 1,667,459,986 9,093,692

　　（2） 経常費用

　　　① 事業費

　　　　　役員報酬 9,129,600 8,870,400 259,200

　　　　　給料手当 162,471,707 143,194,310 19,277,397

　　　　　退職給付費用 12,240,123 3,776,598 8,463,525

　　　　　賞与引当金繰入額 16,762,028 11,404,600 5,357,428

　　　　　臨時雇賃金 12,083,973 16,739,923 △ 4,655,950

　　　　　福利厚生費 38,219,881 35,685,984 2,533,897

　　　　　旅費交通費 751,523 535,968 215,555

　　　　　交際費 15,660 10,440 5,220

　　　　　通信運搬費 8,189,875 8,405,020 △ 215,145

　　　　　支払手数料 6,993,139 3,641,294 3,351,845

　　　　　保険料 1,649,074 1,750,717 △ 101,643

　　　　　消耗什器備品費 884,675 884,675

　　　　　消耗品費 98,048,759 85,585,024 12,463,735

　　　　　印刷製本費 786,300 695,454 90,846

　　　　　使用料及び賃借料 20,285,207 19,421,005 864,202

　　　　　支払負担金 6,622,723 5,331,743 1,290,980

　　　　　租税公課 22,621,887 21,417,693 1,204,194

　　　　　委託費 945,259,536 914,951,473 30,308,063

　　　　　光熱水料費 180,164,125 210,244,197 △ 30,080,072

　　　　　燃料費 2,289,526 1,998,582 290,944

　　　　　修繕費 175,240,965 191,844,453 △ 16,603,488

　　　　　減価償却費 3,059,286 3,074,004 △ 14,718

　　　　　期首未成建設受託支出金 10,218,123 7,490,697 2,727,426

　　　　　期末未成建設受託支出金 △ 10,020,162 △ 10,218,123 197,961

正 味 財 産 増 減 計 算 書

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで
（単位：円）



科　　　　　　目 当年度 前年度 増　減

　　　② 管理費

　　　　　役員報酬 380,400 369,600 10,800

　　　　　給料手当 2,857,214 1,502,329 1,354,885

　　　　　退職給付費用 516,033 38,136 477,897

　　　　　賞与引当金繰入額 422,427 85,400 337,027

　　　　　臨時雇賃金 29,406 250,144 △ 220,738

　　　　　福利厚生費 741,914 517,552 224,362

　　　　　旅費交通費 56,547 46,892 9,655

　　　　　交際費 2,340 1,560 780

　　　　　会議費 19,440 19,440

　　　　　通信運搬費 28,595 31,351 △ 2,756

　　　　　支払手数料 803,863 341,565 462,298

　　　　　保険料 16,216 22,123 △ 5,907

　　　　　消耗品什器備品費 176,935 176,935

　　　　　消耗品費 145,880 87,461 58,419

　　　　　印刷製本費 18,304 2,720 15,584

　　　　　使用料及び賃借料 152,803 110,031 42,772

　　　　　支払負担金 862,157 682,237 179,920

　　　　　租税公課 46,813 43,407 3,406

　　　　　修繕費 26,455 5,005 21,450

　　　　　減価償却費 422,817 424,375 △ 1,558

　　　　経常費用計 1,731,694,092 1,690,413,344 41,280,748

　　　　　当期経常増減額 △ 55,140,414 △ 22,953,358 △ 32,187,056

　２．経常外増減の部

　　（1） 経常外収益

　　　　経常外収益計 0 0 0

　　（2） 経常外費用

　　　　経常外費用計 0 0 0

　　　　　当期経常外増減額 0 0 0

　　　　　当期一般正味財産増減額 △ 55,140,414 △ 22,953,358 △ 32,187,056

　　　　　一般正味財産期首残高 1,373,952,348 1,396,905,706 △ 22,953,358

　　　　　一般正味財産期末残高 1,318,811,934 1,373,952,348 △ 55,140,414

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　　　　　指定正味財産期首残高 40,000,000 40,000,000 0

　　　　　指定正味財産期末残高 40,000,000 40,000,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 1,358,811,934 1,413,952,348 △ 55,140,414



公益目的
事業会計

公1

Ⅰ一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（1）経常収益

　①基本財産運用益

　　基本財産受取利息 6,625 990 0 7,615

　②特定資産運用益 0

　　特定資産受取利息 171,683 302,441 0 474,124

　　特定資産受取配当金 459,000 525,000 0 984,000

　③事業収益 1,667,486,162 6,877,313 1,674,363,475

　④雑収益 0

　　雑収益 703,649 20,815 0 724,464

　経常収益計 1,668,827,119 7,726,559 0 1,676,553,678

（2）経常費用 0

　①事業費 0

　　役員報酬 9,129,600 0 0 9,129,600

　　給料手当 162,471,707 0 0 162,471,707

　　退職給付費用 12,240,123 0 0 12,240,123

　　賞与引当金繰入額 16,762,028 0 0 16,762,028

　　臨時雇賃金 12,083,973 0 0 12,083,973

　　福利厚生費 38,219,881 0 0 38,219,881

　　旅費交通費 751,523 0 0 751,523

　　交際費 15,660 0 0 15,660

　　通信運搬費 8,189,875 0 0 8,189,875

　　支払手数料 6,993,139 0 0 6,993,139

　　保険料 1,649,074 0 0 1,649,074

　　消耗什器備品費 884,675 884,675

　　消耗品費 98,048,759 0 0 98,048,759

　　印刷製本費 786,300 0 0 786,300

　　使用料及び賃借料 20,285,207 0 0 20,285,207

　　支払負担金 6,622,723 0 0 6,622,723

　　租税公課 22,621,887 0 0 22,621,887

　　委託費 945,259,536 0 0 945,259,536

　　光熱水料費 180,164,125 0 0 180,164,125

　　燃料費 2,289,526 0 0 2,289,526

　　修繕費 175,240,965 0 0 175,240,965

　　減価償却費 3,059,286 0 0 3,059,286

　　期首未成建設受託支出金 10,218,123 0 0 10,218,123

　　期末未成建設受託支出金 △ 10,020,162 0 0 △ 10,020,162

　②管理費 0 0

　　役員報酬 0 380,400 0 380,400

　　給料手当 0 2,857,214 0 2,857,214

　　退職給付費用 0 516,033 0 516,033

　　賞与引当金繰入額 0 422,427 0 422,427

　　臨時雇賃金 29,406 29,406

　　福利厚生費 0 741,914 0 741,914

　　旅費交通費 0 56,547 0 56,547

　　交際費 0 2,340 0 2,340

　　会議費 19,440 19,440

　　通信運搬費 0 28,595 0 28,595

　　支払手数料 0 803,863 0 803,863

　　保険料 0 16,216 0 16,216

　　消耗品什器備品費 0 176,935 0 176,935

　　消耗品費 0 145,880 0 145,880

　　印刷製本費 0 18,304 0 18,304

　　使用料及び賃借料 0 152,803 0 152,803

　　支払負担金 0 862,157 0 862,157

　　租税公課 0 46,813 0 46,813

　　修繕費 0 26,455 26,455

　　減価償却費 0 422,817 0 422,817

　経常費用計 1,723,967,533 7,726,559 0 1,731,694,092

　　当期経常増減額 △ 55,140,414 0 0 △ 55,140,414

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表
令和５年４月１日から令和６年３月31日まで

（単位：円）

科　　　目
法人
会計

内部
取引
消去

合　計



公益目的
事業会計

公1
科　　　目

法人
会計

内部
取引
消去

合　計

２．経常外増減の部 0

（1）経常外収益 0

　経常外収益計 0 0 0 0

（2）経常外費用 0 0

　経常外費用計 0 0 0 0

　　当期経常外増減額 0 0 0 0

　　　当期一般正味財産増減額 △ 55,140,414 0 0 △ 55,140,414

　　　一般正味財産期首残高 1,373,952,348

　　　一般正味財産期末残高 1,318,811,934

Ⅱ指定正味財産増減の部

　　　当期指定正味財産増減額 0 0 0 0

　　　指定正味財産期首残高 34,800,000 5,200,000 0 40,000,000

　　　指定正味財産期末残高 34,800,000 5,200,000 0 40,000,000

Ⅲ正味財産期末残高 1,358,811,934



１　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債権を保有し、償却減価法（定額法）を採用している。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

未成建設受託支出金・・・・・・・個別法による原価法を採用している。

貯蔵品・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法を採用している。

（３）固定資産の減価償却の方法

定額法によっている。

（４）引当金の計上基準

退職給付引当金…職員の退職給付に備えるため、当期末における公社都合による要支給額を計上している。

賞与引当金…職員の賞与金の支給に備えるため、翌期支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　　　　額を計上することとしている。
　　　　　　当期は回収不能見込額はない。

（５）リース取引の処理方法

（６）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２　会計方針の変更

該当なし。

３　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科 目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

基本財産

　定　期　預　金 40,000,000 0 0 40,000,000

小 計 40,000,000 0 0 40,000,000

特定資産

　下水道管理者支援積立資金 190,120,202 55,140,414 134,979,788

　退職給付引当資産 115,405,675 12,756,156 128,161,831

　減価償却引当資産 89,325,273 3,482,103 92,807,376

　運営調整引当資産 552,685,999 552,685,999

　公益事業引当資産 240,525,710 240,525,710

小 計 1,188,062,859 16,238,259 55,140,414 1,149,160,704

合 計 1,228,062,859 16,238,259 55,140,414 1,189,160,704

財務諸表に対する注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成19年3月30日 企業会計基準第13号)及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成19年3月30日 企業会計基準適用

指針第16号)を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を適用している。

なお、リースの総額が３００万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引及びリース取引開始日が、

適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理を適用している。

貸倒引当金…未収金その他これに準ずる債権の貸倒に備えるため、個別に回収可能性を検討し回収不能見込



４　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

科 目 当 期 末 残 高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

基本財産

　定　期　預　金 40,000,000 40,000,000

小 計 40,000,000 40,000,000 0 0

特定資産

　　　下水道管理者支援積立資金 134,979,788 134,979,788

退職給付引当資産 128,161,831 128,161,831

減価償却引当資産 92,807,376 92,807,376

運営調整引当資産 552,685,999 552,685,999

公益事業引当資産 240,525,710 240,525,710

小 計 1,149,160,704 0 1,020,998,873 128,161,831

合 計 1,189,160,704 40,000,000 1,020,998,873 128,161,831

５　担保に供している資産

該当なし。

６　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科 目 取 得 価 額 減 価 償 却 累 計 額 当 期 末 残 高

　建　物 142,274,096 70,674,185 71,599,911

　什器備品 16,039,185 14,573,795 1,465,390

　ソフトウェア 7,559,396 7,559,396 0

合 計 165,872,677 92,807,376 73,065,301

７　保証債務等の偶発債務

該当なし。

８　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

帳 簿 残 高 時 価 評 価 損 益

100,000,000 96,361,200 △ 3,638,800

100,000,000 97,400,500 △ 2,599,500

100,000,000 99,494,700 △ 505,300

100,000,000 99,732,300 △ 267,700

10,000,000 10,066,630 66,630

410,000,000 403,055,330 △ 6,944,670

９　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当なし。

10　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当なし。

11　関連当事者との取引の内容

該当なし。

12　重要な後発事象

合　　計

該当なし。

種 類 及 び 銘 柄

第220回共同発行市場公募地方債(10年) 

（単位：円）

長野県令和５年度第３回公募公債(10年)

第232回共同発行市場公募地方債(10年) 

兵庫県令和５年度第２回公募公債(10年) 

京都市令和５年度第１回公募公債(5年)



１　基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載しているため省略する。

２　引当金の明細

（単位：円）

目 的 使 用 そ の 他

賞与引当金 11,490,000 17,184,455 11,490,000 17,184,455

退職給付引当金 115,405,675 12,756,156 128,161,831

附　属　明　細　書

科 目 期 首 残 高 当 期 増 加 額
当 期 減 少 額

期 末 残 高



使用目的等 金額

　(流動資産)
預金 普通預金

　八十二銀行県庁内支店 310841 運転資金として 58,186,955

　八十二銀行県庁内支店 391066 運転資金として 2,867,088

　みずほ銀行長野支店 1950729 運転資金として 2,204

　長野銀行長野営業部 運転資金として 2,204

　長野信用金庫石堂支店 635970 運転資金として 2,204

定期預金

　長野県信用組合本店営業部 8.4E+09 運転資金として 46,076,625

普通預金

　ゆうちょ銀行０五九店 5E+07 運転資金として 14,124,121

未収金 業務受託料51件 建設工事、維持管理事業の受託料等の未
収分

374,568,199

未成建設受託支出金 建設工事受託8件 未完成建設受託における原価 10,020,162

貯蔵品 切手、印紙 郵便、契約用 164,145

　流動資産合計 506,013,907

　(固定資産)

 　基本財産 預金 定期預金

　長野銀行長野営業部 8338920 10,000,000

　長野信用金庫石堂支店 8.9E+07 10,000,000

　みずほ銀行長野支店 6394867 10,000,000

　三菱UFJ信託銀行
　長野支店

1641247 10,000,000

　 特定資産 定期預金

　長野県信用組合本店営業部 8.4E+09 134,979,788

8.4E+09

8.4E+09

退職給付引当資産 定期預金

　長野県信用組合本店営業部 8.4E+09 70,442,693

　長野銀行長野営業部 8821983 57,719,138

減価償却引当資産 定期預金

　長野銀行長野営業部 8821983 17,629,063

　長野県信用組合本店営業部 8.4E+09 75,178,313

運営調整引当資産 定期預金

　長野銀行長野営業部 8.4E+09 215,937,754

　長野県信用組合本店営業部 8800212 126,748,245

　兵庫県令和５年度
　第２回公募公債

8.4E+09
100,000,000

　京都市令和５年度
　第１回公募公債

8.4E+09
100,000,000

　長野県令和５年度
　第３回公募公債

8821983
10,000,000

公益事業引当資産 定期預金

　長野銀行長野営業部 8800212 450,000

　長野県信用組合本店営業部 8.4E+09 40,075,710

有価証券

　第220回共同発行市場
　公募地方債

8.4E+09 100,000,000

　第232回共同発行市場
　公募地方債

8.4E+09 100,000,000

下水道管理者支援
積立資金

（単位：円）

貸借対照表科目

減価償却資産の再調達のための資金とし
て積み立てている。

財　　産　　目　　録
令和６年３月31日現在

共有財産であるため、使用割合により、
下記のとおり按分している。
87％（期末帳簿価格34,800,000円）
は、公益目的保有財産であり、運用益は
下水道管理者に対して専門性を活かした
支援を行う事業に使用している。
13％（期末帳簿価格5,200,000円）
は、公益目的事業に必要な法人活動の用
に供する財産であり、運用益は管理業務
に使用している。

職員の退職金支払いの財源として積み立
てている。

下水道管理者の経費軽減活動のために積
み立てている資金であり、特定費用準備
資金として管理されている預金。

場所・物量等

受託事業の運営調整のための資金として
積み立てている。

公益目的保有財産であり、運用益の全て
を公益事業の財源として使用している。



場所・物量等 使用目的等 金額

　 その他
　 固定資産

土地 共有財産であるため、使用割合により、
下記のとおり按分している。
87％（期末帳簿価格11,189,940円）
は、公益目的保有財産として下水道管理
者に対して専門性を活かした支援を行う
事業に使用している。
13％（期末帳簿価格1,672,060円）
は、公益目的事業に必要な法人活動の用
に供する財産として、管理業務に使用し
ている。

12,862,000

建物 共有財産であるため、使用割合により、
下記のとおり按分している。
87％（期末帳簿価格62,291,923円）
は、公益目的保有財産として下水道管理
者に対して専門性を活かした支援を行う
事業に使用している。
13％（期末帳簿価格9,307,988円）
は、公益目的事業に必要な法人活動の用
に供する財産として、管理業務に使用し
ている。

71,599,911

什器備品 電話交換機等28件 共有財産であるため、使用割合により、
下記のとおり按分している。
87％（期末帳簿価格1,274,889円）
は、公益目的保有財産として下水道管理
者に対して専門性を活かした支援を行う
事業に使用している。
13％（期末帳簿価格190,501円）は、
公益目的事業に必要な法人活動の用に供
する財産として、管理業務に使用してい
る。

1,465,390

電話加入権 22回線 共有財産であるため、使用割合により、
下記のとおり按分している。
87％（期末帳簿価格57,420円）は、公
益目的保有財産として下水道管理者に対
して専門性を活かした支援を行う事業に
使用している。
13％（期末帳簿価格8,580円）は、公益
目的事業に必要な法人活動の用に供する
財産として、管理業務に使用している。

66,000

敷金 2件 職員の借上宿舎に関する敷金 160,000

　固定資産合計 1,275,314,005

　　資産合計 1,781,327,912

　(流動負債)

未払金 運転管理業務委託料等375件 委託費等の未払 274,302,604

預り金 役職員等 3月分給料控除の所得税・住民税等 2,867,088

賞与引当金 職員に係るもの 職員の賞与の支払に備えたもの 17,184,455

　流動負債合計 294,354,147

　(固定負債)

退職給付引当金 職員に係るもの 職員の退職金の支払に備えたもの 128,161,831

　固定負債合計 128,161,831

　　負債合計 422,515,978

　　正味財産 1,358,811,934

108.50m2

長野市大字南長野字幅下667番6

397.13m2

長野市大字南長野字幅下667番6
８階建

貸借対照表科目


